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1気候システムの温暖化

「環境省：IPCC第４次評価報告書統合報告書概要（公式版）、2007年12月17日version」を基に事務局にて加工

※IPCC：気候変動に関する政府間パネル、AR4：IPCC第４次評価報告書、SYR：統合報告書、SPM：政策決定者向け要約

20世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇は、そ
の大部分が、人間活動による温室効果ガスの大気中濃度
の増加によってもたらされた可能性が非常に高い。 出典：AR4 SYS SPM

1906～2005年の間に・・・
気温は0.74℃上昇



2気温上昇の程度と生態系への影響規模

「環境省：IPCC第４次評価報告書第２作業部会報告書概要（公式版）、2007年5月22日Ver.」より抜粋



3安定化シナリオと気温上昇

「環境省：IPCC第４次評価報告書統合報告書概要（公式版）、2007年12月17日version」
を基に事務局にて加工

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）により、 450安定化ケース（温室効果ガス
濃度安定化レベル445-490ppm・気温上昇2.0-2.4℃に相当）での
二酸化炭素排出量削減の試算が実施されている。

参考：産業革命前の二酸化炭素濃度：280ppm
2005年の二酸化炭素濃度：379ppm



4Ｇ８ハイリゲンダムサミット

Ｇ８ハイリゲンダムサミット「世界経済における成長と責任（2007年6月7日）」より抜粋

• 排出削減の地球規模での目標を定めるにあたり、本
日我々が合意したすべての主要排出国を含むプロセ
スにおいて、我々は2050年までに地球規模での排
出を少なくとも半減させることを含む、EU、カナダ及び
日本による決定を真剣に検討する。

【参考】
●気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3) 京都議定書
・先進国の温室効果ガス排出量について、 1990年比で2008～2012年に一定数値
（日本６％）削減することを義務づける

・国際的に協調して、目標を達成するための仕組みを導入
・途上国に対しては、数値目標などの新たな義務は導入せず

●気候変動枠組条約第13回締約国会議（COP13）【バリ】
・2013年以降の枠組み（ポスト京都議定書）を2009年（COP15【コペンハーゲン】）までに合意を得て
採択する



5世界の分野別二酸化炭素排出量の推移

産業分野

運輸分野

森林伐採
その他

精製所他

国際輸送

年

住宅・サービス

(World Energy Outlook 2007より作成)

発電分野は 二酸化炭素排出量が大きく、しかも増加中

排出の少ない電源導入が急務

発電分野



6各電源の二酸化炭素排出原単位

出典）IPCC第４次評価報告第３作業部会報告書を基に事務局作成。

1026

834

187

774
657

469
398

499

245
104

13
90

5 49 15 22 9 15 7 40 3

1372

1062

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

高 低 高 低

C
C

S
低

N
O

x
C

C
S 高 低

S
C

R
C

C
S 高 低 高 低

IG
C

C
高

IG
C

C
低

海
上

高

海
上

低

陸
上

高

陸
上

低 高 低

褐炭
亜炭

石炭 重油 天然ガス 太陽光 水力 バイオ
マス

風力 原子力

To
ns

 o
f C

O
2 

[e
q.

t/G
W

h]

発電過程からの排出

その他の過程からの排出

再生可能エネルギーと原子力は二酸化炭素の排出量が
比較的少ない。



7原子力発電の二酸化炭素排出低減への寄与(日本)

○2006年の日本の原子力発電量※1を化石電源に置換えた場合

・液化天然ガス複合サイクル火力発電の場合
→2006年の日本の二酸化炭素総排出量※２の約10％（約1.2億㌧）増加

・石炭火力発電の場合
→2006年の日本の二酸化炭素総排出量※２の約22％ （約2.7億㌧）増加

「各電源の二酸化炭素排出原単位」図の
中間値を用い試算

○100万kWの発電所を1年間運転した場合（稼働率80％）、

二酸化炭素発生量
原子力 15.1万㌧
LNG複合 303.8万㌧
石炭 651.7万㌧

日本の総発生量に対する割合
0.01%
0.24%
0.51%

「各電源の二酸化炭素排出原単位」図の中間値を用い試算

【参考】

※１ 日本の原子力発電量（2006年）：3030億kWh（55基・約5000万kW、総発電量の約31％）
※２ 日本の二酸化炭素総排出量（2006年） ：約12.7億㌧

出典：電気事業
連合会ＨＰ
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○現在、世界各国が今後10－20年で建設を計画・構想中の
原子力発電は合計約3.3億kW

これが実現され、合計7億kWとなれば、
化石電源を使う場合に比較した二酸化炭素排出量抑制効果は、

液化天然ガス複合サイクル火力発電比で20億㌧
石炭火力発電比で45億㌧

「各電源の二酸化炭素排出原単位」図の中間値を用い、稼働率８０％と仮定して試算

原子力発電の二酸化炭素排出低減への寄与(世界)

「各電源の二酸化炭素排出原単位」図の
中間値を用い試算

○2006年の世界の原子力発電量※1を化石電源に置換えた場合

・液化天然ガス複合サイクル火力発電の場合
→2005年の世界の二酸化炭素総排出量※２の約4％（約11億㌧）増加

・石炭火力発電の場合
→2005年の世界の二酸化炭素総排出量※２の約9％ （約24億㌧）増加

※１ 世界の原子力発電量（2006年）：26580億kWh（435基・約3.7億kW、総発電量の約16％）
※２ 世界の二酸化炭素総排出量（2006年） ：約266億㌧

出典：世界原子力
協会（WNA）
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世界の二酸化炭素排出量削減の試算例
(World Energy Outlook 2007より作成)
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世界の一次エネルギー消費 世界のCO2排出量

試算の例：

○標準シナリオ： 各国の現行政策、対策の継続を想定したもの

△代替政策シナリオ： 各国で検討中の追加対策の実施を想定したもの

□450安定化ケース： 2050年までの排出量半減を条件に、より大幅な省エネ・効率化と化石燃料利用低減を仮定した試算

産業革命前からの気温
上昇2.0～2.4℃に相当

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）により、様々な対策を仮定した世界
の二酸化炭素排出量削減の試算が実施されている。
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○2050年に二酸化炭素排出量を半減するには、電力需要について、
2030年時点で以下の達成が必要

世界の二酸化炭素排出量削減の試算例

2050年に二酸化炭素排出量を半減するには 、省エネ、再生可
能エネルギー利用の最大限の実施は必須。

現実的な対応として、原子力利用の拡大も不可欠である。

• 電力需要を現状の約1.6倍に抑制

• 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを現状の約3.5倍に増加
水力を現状の約2.3倍に増加
バイオマスを現状の約2.3倍に増加
風力を現状の約9倍に増加
太陽光を現状の約135倍に増加

• 原子力を現状の約2.4倍に増加

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の試算例（配布資料P16参照）
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原子力利用の維持、拡大に伴う課題原子力利用の維持、拡大に伴う課題

【世界的な課題】

・ 核不拡散、安全及び核セキュリティの確保
等

【日本での課題】

・ 安全の確保（耐震安全性確認など）

・ 高レベル放射性廃棄物処分場の立地

・ 国民との相互理解活動の強化
等
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参考資料



13京都議定書の削減目標

主要国の温室効果ガス排出量実績と削減目標
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米国

世界の原子力発電設備
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〈現状〉
３０カ国で４３９基、約３.７億kWが運転中

〈将来構想：２９カ国で、合計２２２基、約２億kW〉
米国：２５基、約３２00万kW
ﾛｼｱ：２０基、約１８00万kW
中国：８６基、約６８00万kW
ｲﾝﾄﾞ： ９基、約 ５00万kW
南ア、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ｳｸﾗｲﾅ等でも大幅増加を計画
ﾍﾞﾄﾅﾑ等東南ｱｼﾞｱ、中東諸国で新規導入を計画

〈建設・計画中〉
２１カ国で、１２７基、約１．３億kW
別途既存設備リプレース需要有
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世界原子力協会（ＷＮＡ）2007年12月現在データより作成

注）数値は設備容量、カッコ内は基数を示す。



15各国の電源比率

原子力・エネルギー図面集２００７（電気事業連合会）より総発電電力量に占める原子力の割合（2006年）は、

世界で約１６％、日本で約３１％
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17各国のCO2排出原単位

電気事業における環境行動計画（2007年9月電気事業連合会）より



18各電源の特性

各エネルギー資源の確認埋蔵量
原子力・エネルギー図面集２００７（電事連）より

エネルギー密度
原子力・エネルギー図面集２００７（電事連）より

太陽光 風力

　　　　（※）

発電コスト

〔住宅用〕
・平均値：６６円/kWh

〔非住宅用〕
・平均値：７３円/kWh

〔大規模〕
・１０～１４円/kWh

〔中小規模〕
・１８～２４円/kWh

・約67km2
山手線の内側面積
（約70km2）とほぼ同じ

・約248km2
山手線内側面積
（約70km2）の約３．５倍

　　　　　　（※※）

設備利用率
・１２％ ・２０％

　　　　　　（※※）

必要な敷地面積

100万kW級原子力発電所１基分を代替する場合

出典：総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会報告書（2001年6月）※

資源エネルギー庁「核燃料サイクルのエネルギー政策上の必要性」（2002年3月）他※※

太陽光 風力

約５８km2 約２１４km2

約３．９兆円 約８，７００億円

設備投資額

１００万kW級原子力発電所１基分を代替する場合
（原子力：約２，８００億円）

必要な敷地面積
１００万kW級原子力発電所１基分を代替する場合

最新データ（資源エネルギー庁）

参考）国内の原子力発電所の敷地面積の合計を稼働基数（５５基）で割った値：０．６km2



19日本の日本の発電コスト比較コスト比較



20世界の発電コスト比較①

１ドル＝１１４円（２００７年９月１３日）

４円／ｋＷｈ

６円／ｋＷｈ

８円／ｋＷｈ

※今後１０年の技術予測の基に評価。
※幅は各地域におけるコスト評価の差に起因する。

ＣＣＧＴ：ガスタービン複合発電、又はコンバインドサイクル発電
ＩＧＣＣ：石炭ガス化複合発電
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（出典）ＯＥＣＤ/ＮＥＡ ｴﾊﾞﾁｬﾘ事務局長“Energy for the 21st Century (The Potential for Nuclear Power)”
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22通常運転時の人への健康影響


